





























































































































































旧ユーゴ（旧ユーゴ国際刑事法廷：The International Criminal Tribunal 
for the Former Yugoslavia： ICTY）、ルワンダ（ルワンダ国際刑事法廷：











































1347/2005, Dudko v. Australia, para. 7.4.）たとえば、ある決定について検察官の
みが上訴を許され、被告人は上訴を許されない場合は武器対等が存在しない。（脚
注14：Communication No. 1086/2002, Weiss v. Austria, para. 9.6. これ以外の武
― 134 ―
九州国際大学法学論集　第15巻　第２号（2008年）
器対等の原則の侵害事例については、Communication No. 223/1987, Robinson v. 
Jamaica, para. 10.4 （審問の延期）を参照。）武器対等の原則は民事訴訟、及び要
請、とりわけ相手方の提示した全ての弁論と証拠について争う機会を与えられるべ
きという要請にも適用される。（脚注15：Communication No. 846/1999, Jansen-
















（la Cour de Cassation; the Court of Cassation）で弁論を行う機会を与えられる
場合(48)、武器対等の原則が侵害される、と考えている(49)。しかし、両当事者













































































































































































































局（防御のための公設弁護士事務所(90): the Oﬃce of Public Counsel for the 
― 142 ―
九州国際大学法学論集　第15巻　第２号（2008年）






事裁判所規程第48条及び特権免除協定（Agreement on the Privileges and 














































































































































The Oﬃce of Public Counsel for the Defence）のザビエ・ジャン・ケイタ
































































































































































行政裁判所の判決事件（Judgments of the Administrative Tribunal of the 





























































































行政委員会（Administrative Board of the Pensions Fund）、国際組織の執



























































































































































択されたUNCITRAL仲裁規則（Arbitration Rules of the United Nations 










































書の許容性に関連して、Vivian Mai Tavakoli Jamshid David Tavakoli, 
















































































































































































ぎない。有形の具体化された対等は証明可能であろう（Equality in shape or 
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